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近年の我が国の航空ネットワークでは，多くの空港間のサービスが新設され，廃止も行われてきた．その際
に，旅客行動パターンはどのように変わってきたのだろうか？本研究では，航空の路線新設・廃止に伴う旅客行
動変化パターンをGeneralized Nested Logit modelを用いて分析を行った．その結果，1) 航空路線の廃止が起
こると，短距離で鉄道と競合関係にあるか，近隣にサービスレベルの高い空港がある場合でも，数割レベルの
旅客が他のゾーンに目的地を変更してしまうこと，2) 距離の離れた空港の路線においても，代替サービスとし
て利用されることを明らかにした．
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1. はじめに

我が国では，地方部を中心に人口減少が進んでおり，

それに応じて国内の都市間旅行量も減少することが予

想される．利用者数が減少すると，固定費用部分が大き

い鉄道や航空などの公共交通機関では経営状態が悪化

し，サービスの維持が困難になる可能性がある．この

とき，行政は補助制度などを用いて，採算が取れなく

なった赤字交通サービスを維持するべきなのだろうか？

基本的に，航空サービスは，規制制度などによる行

政の介入が必要であるとされている．これは，輸送密

度の経済性による航空会社間の不完全競争，空港にお

ける外部性や公共財の性質 1)などが根拠とされている．

また，我が国を含め多くの国で，赤字の地方路線を公

的資金で維持する政策が行われており，その効果とし

て一人当たり収入の増加など地方経済に大きな効果が

あったことも示されている 2). 確かに，離島部の航空路

線など，代替となる航空路線が全く存在しない場合な

どは，当該地方の経済や生活に重要な役割を担ってい

ると考えられ，ナショナルミニマムとして維持すべき

ともいえるであろう．

しかし，代替となる交通サービスが存在する場合に

は，一概に公的補助が必要とは言い難い．例えば，ある

サービスが赤字で廃止されたとしても，その交通サー

ビスを利用していた利用者がすべて代替サービスを利

用して交通行動を実現できる場合における行政の介入

は，交通市場の競争環境を歪めるだけで正当化される

ものではないであろう．我が国では，離島部を除けば，

各地域は高速道路や鉄道，航空路線といった多重の交

通ネットワークによって網羅されており，ほとんどの

ケースで代替となるサービスが存在している．それで

は，そのような状況下で，交通サービスの廃止に対し

て旅客はどのように行動するのだろうか？

そこで，本研究では我が国の都市間交通需要のモデ

ル化を通じて，路線廃止による影響を議論する．これ

までも，Kato et al. 3) や Yao and Morikawa 4) など，

我が国の都市間旅行需要モデルは複数提案されており，

弾力性を議論することを通じて，代替関係にある路線

間の関係性は分析されてきている 5) 6)．しかし，これ

らの研究は LOS変化に着目したもので，本研究では路

線の新設・廃止（選択肢集合の変化）による影響に特

に着目してモデルを作成する．

本稿では，交通サービスのの新設・廃止として，航

空路線に着目して分析を行う．航空路線は，図–1に示

す航空路線数の推移 1 から分かるように，全国幹線旅

客純流動調査で都市間流動量を把握できる 20年間の間

に，多くの路線が新設され，廃止されてきた．これら

の航空路線の新設・廃止による，選択可能経路集合の変

遷と都市間流動パターンの関係を Generalized Nested

Logit modelを用いて分析することによって，路線の廃

止による影響を推定する．

1 ここでの，「航空路線」とは頻度・航空会社数などとは無関係に，
空港と空港の間を接続する航空サービスの数である．なお，離
島部分の空港は除去し，純流動調査の平日調査が実施された日
のサービス有無でカウントしている．
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図–1 我が国の航空路線数の推移

本論文の構成は，以下のとおりである．2.では，路

線廃止による旅客の選択行動を整理したうえで，Gen-

eralized Nested Logit modelを用いた都市間交通需要

モデルを説明する．3.では，パラメータ推定方法と，推

定に用いたデータを説明する．4.では，パラメータ推

定結果について説明する．5.では，我が国の国内流動

データを用いて推定した，都市間旅行選択モデルを用

いて，仮想ネットワーク上で航空路線の廃止の影響を

シミュレーションする．6.は本論文の結論である．

2. 航空路線の新設・廃止に着目した都市間
交通需要モデル

(1) 都市間旅行の選択構造

本稿では，航空路線の新設・廃止に伴って，旅客がど

のように行動を変えるかを分析する．航空路線が廃止

されたときに，その路線の潜在的な利用者が選択する

行動変化は，以下の 4つに分類することができる：

(1) 代替となる航空路線で同じ目的地へ旅行する，

(2) 鉄道など他モードで同じ目的地へ旅行する，

(3) 目的地を変更する，

(4) 旅行自体をとりやめる．

これらの行動変化がどのようなシェアになるかは，廃

止される航空路線の周辺環境に大きく依存すると推測

される．例えば，代替となる航空路線の利用に多くの追

加コストが必要となる場合には，(1)の行動変化のシェ

アは小さく，(2) ∼ (4)が選択される確率が高いであろ

う．また，移動コストあるいは効用が同じである場合

は，後者の行動変化ほど選択肢間の類似度が小さいた

めに起こりにくいと推測される．本稿の分析では，こ

れらの行動変化を表現する離散選択モデルのパラメー

タを，20年分の我が国の国内都市間旅行データを用い

て推定する．

なお，航空路線の地域経済への影響を議論する際に

は，路線廃止による (1)と (2)の行動変化が大半である

目的地 -A 目的地 -B
鉄道 航空 鉄道 航空

-- 目的地選択

-- モード選択

-- 経路（空港）選択

図–2 都市間旅行需要 NL model

ような場合には，路線を廃止しても都市間旅行・交流

の量に影響がないために，問題ないであろう．対して，

(3)と (4)の行動変化が多く起こるような路線の廃止は，

当該地域を発着する旅行量の減少を意味し，地域経済

への影響が特に大きいといえる．そこで，本稿ではモ

デルの定式化・パラメータ推定・数値実験を通じて，ど

のような条件下にある路線では，(3)と (4)の行動変化

がどの程度起こりやすいか？を議論する．

次節で説明する離散選択モデルでは，まず (4)の行動

変化を明示的に取り上げずにモデル化する．その後に，

推定された離散選択モデルから算出される，各発生地

域ごとの期待最大効用の時間的変化と，発生交通量の

時間的変化を比較することを通じて，(4)を扱える発生

モデルを作成できるが，その点は今後の課題とする．

(2) GNL modelによる定式化

都市間旅行需要モデルとしては，主に Nested Logit

modelが多く適用されてきた．例えば，我が国の都市間

旅行を対象としたものだけでも多くの研究 3) 4) 5) が，

Nested Logit model（以降，NL model）を適用してい

る．これは，四段階推定法の考え方と対応し，都市間

旅行の選択構造としては図–2のような選択構造が多く

適用されている．

図–2の選択構造では，完全に異なるネスト構造の下

にある，同一モード・他目的地と別モード・他目的地の

選択肢の類似度（誤差項の相関関係）は同一と仮定され

る．しかし，モード変更を伴わない目的地変更であれ

ば，モード変更を伴う場合と比較して容易に変更してし

まう可能性がある．例えば，航空会社のFFP (Frequent

Flyer Program, マイレージサービス) を重要視する観

光旅行者であれば，モードを変更して同一目的地にい

くよりは，目的地を変更してでもモードを変更しない

ことを選ぶ可能性が高いと推察される．このような選

択構造の影響が大きい場合，図–2で示していたNested

Logit modelでは，目的地を変える行動を過小評価して

しまう可能性がある．

そこで，本研究では NL modelを一般化した，Gen-
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目的地 -A 目的地 -B
鉄道 航空 鉄道 航空

destination prior choice
(d.p.) mode prior choice (m.p.)

図–3 都市間旅行需要 GNL model

(A) 同一目的地×モードの選択肢集合

(B) 同一目的地の選択肢集合

(C) 同一モードの選択肢集合

図–4 扱う選択肢間の相関関係

eralized Nested Logit model（以降，GNL model）の

枠組みを用いて都市間旅行の選択行動をモデル化する．

GNL modelでは，各選択肢が同時に複数のネストに所

属することを許しており，本研究では図–3に示す様な

選択構造を適用した．図–3の左半分は，通常のNested

Logit modelと同じ選択構造であり，上層から順に，目

的地選択-モード選択-空港選択となっている．この選択

構造では，同一目的地間の相関関係がモードより優先

されることから，以降では destination prior（d.p.）構

造と呼ぶ．対して，右半分では，モード選択と目的地

選択を逆転させた選択構造を組み合わせた構造をとる．

この選択構造では，同一モード間の相関関係が目的地

より優先されることから，以降ではmode prior（m.p.）

構造と呼ぶ．このような二つのネスト構造を組み合わ

せたモデルを適用することによって，図–4 (C)のよう

な，同一モード・他目的地の選択肢の誤差項について

も相関関係を持つことができる．（通常の NL modelで

は，(A)と (B)の相関関係のみを扱うことができる．）

なお，このモデルはKoppelman and Sethi 7)におい

て都市間旅行需要モデルに適用が行われている．ただ

し，Koppelman and Sethi 7)では単一ODペアにおけ

る経路選択モデルであり，本研究では目的地選択も組

み込んだGNL modelで，新しく都市間旅行選択におけ

る図図–4 (C)の相関関係も検証する．

GNL modelは，GEV modelに分類されるモデルで，

通常の Logit model 同様に選択確率を closed form で

記述することができる．この GNL modelでは，出発

地 i，時点 t における，選択肢 si（目的地 j× モード
m ∈ {rail, air}×経路・利用空港 (k, l)のセット）の選

択確率 Pi,t(si)は，次のように定式化される：

P i,t(si) =

Pi,t(j × d.p.)Pi,t(m|j × d.p.)Pi,t(si|j ×m× d.p.)

+ Pi,t(m×m.p.)Pi,t(j|m×m.p.)Pi,t(si|j ×m×m.p.)

(1)

以降では，各確率の詳細なモデルを示す．まず，最下層

（いずれの構造でも空港選択）の選択確率は以下のよう

に定式化される：

Pi,t(si|j ×m× d.p.) =
(βd.p. expFsi)

1
θd.p.-l

GA−d.p.(j ×m, t)
,

GA−d.p.(j ×m, t) =
∑

si∈Si,j,m,t

(βd.p. expFsi)
1

θd.p.-l ,

Pi,t(si|j ×m×m.p.) =
(βm.p. expFsi)

1
θm.p.-l

GA−m.p.(j ×m, t)
,

GA−m.p.(j ×m, t) =
∑

si∈Si,j,m,t

(βm.p. expFsi)
1

θm.p.-l，

βd.p. + βm.p. = 1.

(2)

ここで，Fsi は効用関数の固定項であり，Si,j,m,tは iか

ら jまでの，モードmによる旅行で選択できる経路集

合である．また，GAからは，ログサム数，あるいは適

当な乗数を乗じることでこの最下層の選択における期

待値を導出できる．そして，θが選択階層の上下関係を

決定する logsum parameterであり，βが，d.p.構造と

m.p.構造間の配分を決定する allocation parameterで

ある．

次に，中段（d.p.ではモード選択，m.p.では目的地

選択）の選択確率は以下のように定式化される：

Pi,t(m|j × d.p.) =
GA−d.p.(j ×m, t)

GB−d.p.(j, t)
,

GB−d.p.(j, t) =
∑

m∈Mi,j

(GA−d.p.(j ×m, t))
θd.p.-l
θd.p.-u ,

Pi,t(m|j × d.p.) =
GA−m.p.(j ×m, t)

GB−m.p.(m, t)
,

GB−m.p.(m, t) =
∑

j∈Ji,m

(GA−m.p.(j ×m, t))
θm.p.-l
θm.p.-u .

(3)

ここで，Mi,j は iから j までのモード選択集合であり，

Ji,mは iからモードmで行ける目的地選択集合である．

次に，最上段（d.p.では目的地選択，m.p.ではモー
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ド選択）の選択確率は以下のように定式化される：

Pi,t(j×d.p.) =
GB−d.p.(j, t)

GC−d.p.(t) +GC−m.p.(t)
,

Pi,t(m×m.p.) =
GB−m.p.(m, t)

GC−d.p.(t) +GC−m.p.(t)
,

GC−d.p.(t) =
∑
j∈Ji

(GB−d.p.(j, t))
θd.p.-u ,

GC−m.p.(t) =
∑

m∈Mi

(GB−m.p.(m, t))
θm.p.-u .

(4)

この最上段の選択では，いずれの選択構造か（d.p.か

m.p.）かも効用最大化に従って確率的に選択される．

本稿では，効用関数の固定項部分 Fsは，次のように

定式化される：

Fi,si = αPOP ln(POPj) + αm−dist ln(Distij)

+ αair-transTransits + γik + γjl.
(5)

式 (5)のように，本モデルでは効用の固定変数を表現す

る変数として，人口（POP），都道府県間距離（Distij）
2を用いる．なお，本研究では自動車・高速バスなどの

影響を無視できる長距離の旅行を対象とすることで，鉄

道と航空経路のみを用いて議論を行う．さらに，鉄道

経路については，乗り換え場所などの経路は考えずOD

毎に単一の経路としたうえで，上述の二つの変数のみ

でその効用関数とする．

そして，航空経路の効用については，以下の二つの変

数を追加する．航空の乗り換え回数 (Transits)と，ゾー

ン-空港 LOS (Level of Service, γ)である．後者は，各

ゾーン（都道府県）にとっての空港の利便性に相当し，

アクセス/イグレスコスト，空港サービス，運航頻度な

どが影響すると推測される．本研究では，観測された

全組み合わせのゾーン-空港 LOS自体を未知変数とし

て推定する．

(3) 本モデルの特徴

上述のモデルの特徴，価値として 3点あげる．

第一の特徴は，時間的に変化する変数が，経路集合

Si,j,m,tのみに限定している点である．つまり，このモ

デル上ではOD/pathの選択シェアは，航空路線の存廃

によってのみ時間的に変化する．そのため，複数時点

の観測データを用いてパラメータを推定すると，航空

路線の存廃の影響のみを反映して，パラメータ θ, β が

推定される．運賃や頻度の時間的変化といった，航空

路線の存廃以外の要因による時間的変化は，誤差項と

して扱われることとなる．

第二の特徴は，各ゾーンから空港を利用するための

アクセスコスト，あるいは空港の利便性などに相当す

る，ゾーン-空港 LOSを未知変数として推定する点で
2 都道府県庁間の直線距離を利用

ある．この変数は，航空路線の代替性を議論するにあ

たって重要な要素であると推測され，その大小による

路線廃止による行動変化への影響を数値実験において

確認する．

第三の特徴は，経路集合の時間的変化に着目した特

殊なモデルではあるものの，GNL modelを用いて図–

4 (C)のような相関関係を検証している点である．都市

間旅行選択行動における，同一モード・他目的地の選

択肢間の相関関係についてデータを用いて推定を試み

たエビデンスとして価値あるものである．

3. パラメータ推定方法と利用データ

(1) パラメータ推定方法

上述のモデルのパラメータ α, β, γ, θを，集計データ

である，複数時点の両方向を合算した観測経路流動量

Ot,s を用いて推定する．本研究では，観測経路流動量

の誤差構造として，ポアソン-ガンマ混合分布を仮定し

尤度を最大化するようなパラメータを推定した．ポア

ソン-ガンマ混合分布は，以下のように定式化される：

Ot,s ∼ Poisson(λt,s), (6)

λt,s ∼ Gamma(fts, ϵ), (7)

ft,s = TGt,iPi,t(si) + TGt,jPj,t(sj). (8)

まず，観測経路流動量 Ot,sは，期待値 λt,sのポアソン

分布に従って得られると仮定する．そして，λt,sが，さ

らに期待値 fts，分散パラメータ ϵのガンマ分布に従っ

ていると仮定している．ftsは，観測の各ゾーン毎発生

量 TGt,i と旅行需要モデルから得られる，経路流動量

である．

このような確率分布を適用することで，正規分布に

よる最尤法と異なり数値オーダーの大きい観測値ほど

分散が大きいという観測データの分布を反映でき，さら

に対数正規分布では除外する必要があったゼロ値を反

映した推定を行うことができる．このようなポアソン-

ガンマ混合分布は，Perrakis et al. (2012) 8) らによっ

て，集計 OD交通量モデルへの適用を行っており，当

てはまりのいい推定手法であることが報告されている．

上述のような確率分布を設定し，最尤推定値を EM

アルゴリズムを適用して推定した．具体的には，E-step

ではパラメータ β, θ, ϵを未知変数とし，M-stepではパ

ラメータ α, γ を未知変数として，交互に尤度最大化を

行うことで，最尤推定値を得た．各ステップにおける，

最尤推定にはMATLABの「fminunc」ソルバーに実装

されている，BFGS法による準ニュートンアルゴリズ

ムを用いた．
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表–1 逸脱度の推定結果

Null deviance 138571.14

Residual deviance 34400.99

1 - (RD/ND) 0.75

(2) 経路流動量と経路集合データ

観測経路流動量 Ot,sと経路集合 Si,j,m,tの作成には，

全国幹線旅客純流動調査を用いた．1990, 1995, 2000,

2005, 2010年の各時点の航空と鉄道個票データを，平

日都道府県間流動用の拡大係数を用いて集計すること

によって作成した．

発着地ゾーンは，47ゾーン単位に集計を行った．こ

の区分は，都道府県をベースとして，純流動調査の区

分に従って北海道を 4ゾーンに分割している．さらに，

首都圏では羽田空港と成田空港が広域をカバーしてお

り，ほとんど空港選択行動が変わらない状況を鑑みて，

埼玉，千葉，東京．神奈川の 4都県を結合して，1ゾー

ンとして扱っている．

そして，自動車と高速バスを十分に無視できる 300km

以上のゾーン間流動かつ，十分なサンプル数 3 が得ら

れた，547ゾーンペアの流動を対象とした．さらに，こ

のゾーンペアのうち，一定以上のサンプルが得られた

経路のみを取り上げ，経路集合 Si,j,m,tを作成した．結

果，分析対象として残った航空経路パターンは，1,361

パターンであり，各 ODペアに平均で 2パターン以上

である．

4. パラメータ推定結果

(1) 適合度と基本パラメータの推定結果

まず，モデルのデータへの当てはまりを確認する．尤

度から算出した逸脱度を，表–1に示す．表–1から，経

路流動量の差異を，概ねモデルで説明できていること

が確認できる．

さらに，推定量と観測量の関係をプロットした図–5を

見ても，説明できていない差異は相当レベル残るもの

の，経路流動量の傾向を十分にとらえていることが確

認できる．この観測に当てはまらない誤差は，本モデ

ルでは扱っていない，運航頻度や運賃などによる差異

であると推測され，本研究の着眼点とは異なる部分で

あるといえる．

つぎに，ゾーン-空港 LOS以外のパラメータ推定結

果を，表–2から確認しよう．まず，パラメータ αの符

号条件は，論理的に予想される結果と合致しているこ

とが分かる．目的地の規模を示す人口が正であり，コ

3 全時点合計で 100 サンプル確保された OD ペアとしている．
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図–5 ゾーン-空港間距離と推定ゾーン-空港 LOSの関係

表–2 パラメータ α, β, θ の推定結果

パラメータ名 推定結果

αPOP 1.3257

αrail−dist -2.0303

αair−dist -0.1109

αair-trans -0.7092

βd.p. 1− 10−15.65

θd.p.-upper 0.6182

θd.p.-lower 0.4208

βm.p. 10−15.65

θm.p.-upper 0.4472

θm.p.-lower 0.0535

ストに直接関係する距離，航空乗り換え回数は負の値

をとっている．また，距離にかかるパラメータの大小

関係を見ると，鉄道 <航空である．つまり，長距離に

なるほど，鉄道利用の方がコストが大きく（効用が小

さく），航空を選択しやすくなる傾向を示している．

d.p.構造とm.p.構造間の配分を決定する allocation

parameterである，βの推定結果を見ると，βd.p.がほぼ

「1」であり，βm.p. がほぼ「0」であることから，m.p.

構造の影響が小さいと推測される．実際，m.p.構造経

由で選択を行う比率は 2 ∼ 3%に過ぎないことがわかっ

た．4つまり，都市間旅行選択構造においては図–4 (C)

のような，同一モード・他目的地の選択肢の誤差項に

関する相関関係は，同一目的地間の相関関係と比較し

て十分に小さいことが示された．

(2) ゾーン-空港 LOSの推定結果

図–6は，ゾーンの代表地点から空港までの距離と，

ゾーン-空港 LOSとの関係を図示したものである．こ

の図から，ゾーン-空港間距離とゾーン-空港 LOSの推
4 合算する選択肢集合の数が異なるために，配分比率は β の推定
結果とは一致しない．
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図–6 ゾーン-空港間距離と推定ゾーン-空港 LOSの関係

定結果の間の相関関係は，非常に小さいことが読み取

れる．つまり，空港選択において空港までの距離は，我

が国においてはそれほど重要な要素ではなく，空港の

航空路線数や路線の頻度，就航している航空会社など，

他の要因の影響が大きいことが分かる．

特徴的なゾーン（都道府県）の推定結果を見ていこ

う．まず，佐賀県ゾーンのゾーン-空港 LOSの推定結果

は，表–3のとおりである．佐賀県発着のトリップで主

に利用される空港は，佐賀空港，福岡空港，長崎空港

の 3空港である．それぞれの空港 LOS推定結果を確認

すると，福岡空港が最も高く，次点がゾーン内の佐賀

空港，最後に長崎空港の順となっている．このように，

ゾーン内に空港が存在する場合であっても，航空路線

数・便数がより大きい近隣にある空港が最も選択され

る空港となりうることがわかる．

非常に距離が遠い空港であっても，ゾーン-空港 LOS

が大きな値をとる場合がある．表–5は，そのような結

果である宮城県ゾーンの推定結果である．最も推定LOS

が大きく，選択される空港はゾーン内の仙台空港であ

るが，次点が 300km以上離れた東京・羽田空港であり，

近隣の山形空港より大きい．これは，新幹線による接

続，非常に多くの航空路線数・便数によって，東京・羽

田空港が「宮城県第二の空の玄関口」としての役割を

担っていることを示している．このように，我が国に

おいては，比較的遠方にある空港が，ゾーン内空港を

発着する路線の代替機能となりうる環境にあることが

分かる．

5. 数値実験

(1) 数値実験の設定

本節では，我が国の国内流動データを用いて推定し

た，都市間旅行選択モデルを用いて，仮想ネットワーク

上で航空路線の廃止の影響をシミュレーションする．仮

想ネットワークは，図–7のように設定する．このネッ

Origin

Destination

With Case

Origin

Destination

Without Case

図–7 仮想ネットワーク設定

トワーク上では，分析対象の ODペア間に 2パターン

の航空経路と，鉄道経路存在し，他の目的地も選択で

きるとする．そして，ある航空リンクが存在する場合

（with case）と存在しない場合（without case）の差分

を確認することで，航空路線廃止の旅客の行動変化を

議論する．

各パラメータは，表–5のように設定した．目的地の

人口は首都圏を除外した場合の各ゾーンのおおよその

平均値であり，他目的地の効用設定はそれぞれ期待値

を適用している．その上で，対象 ODペアの距離・代

替となる航空経路のゾーン-空港 LOSを変えて，旅客

の行動変化の差異を分析する．

(2) 路線の廃止による影響

まず，代替空港の LOSが路線が廃止される空港と同

レベルであるケースの結果を見ていこう．図–8は，横

軸に対象OD間距離をとって，with caseで廃止路線を

利用する旅客の行動変化の構成比を示したものである．

代替航空路線への変更率と，鉄道路線への変更率を比

較すると，短距離では鉄道が大きく，長距離では航空

が大きいことが確認できる．そして，目的地を変更す

る比率を見ると，30これは，たとえゾーン-空港 LOS

が同レベルであっても，完全代替なサービスとはなり

えず，航空路線が廃止されると一定レベルの流入量の

減少は免れないことを意味している．5

次に，代替空港のLOSが高いケースの図–9では，図–

8の結果（点線で記載）より代替航空路線を選択する旅

客の比率が高い．しかし，それでも完全代替とはなら

ずに，長距離の場合には 20%程度の流入量の減少は発

生している．

最後に，代替空港の LOSが低いケースの図–10では，

半数に近い旅客の流入が減少してしまう．鉄道が有利

な 300km程度の距離であっても，鉄道に変更して流入

する旅客は半分に過ぎず，残りのほとんどが目的地を

変えてしまう結果となった．

数値実験の結果を通じて，明らかとなったこととし

5 空港の平均的な立地の差異などがこの原因であると推測される．

第 52回土木計画学研究発表会・講演集

 554



表–3 佐賀県のゾーン-空港 LOS

no airport name zone-airport LOS distance (km)

1 FUK (Fukuoka) -6.086 40.2

2 HSG (Saga) -6.192 10.6

3 NGS (Nagasaki) -6.686 51.5

表–4 宮城県のゾーン-空港 LOS

no airport name zone-airport LOS distance (km)

1 SDJ (Sendai) -5.743 14.9

2 HND (Tokyo-haneda) -6.366 317.0

3 GAJ (Yamagata) -6.643 46.8

表–5 数値実験の設定

人口 POPj(destination) 120 万人 （平均値）

他目的地の選択肢集合

– 他目的地　　　 （d.p.） GC−d.p.(t) の平均値

– 航空・他目的地 （m.p.） GB−d.p.(Air,t) の平均値

– 鉄道・他目的地 （m.p.） GB−d.p.(Rail,t) の平均値

ゾーン-空港 LOS

– 出発地側 γik -6 (平均値）

– 目的地側 γjl -5, -6, -7

OD間距離 Distij 300 - 1,000 km
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図–8 路線廃止シミュレーションの結果
（代替ゾーン空港 LOS= −6）

て 2点あげられる：一点目は，別空港の航空路線や鉄

道路線は，基本的には完全に代替の関係にはないこと

が分かった．つまり航空路線の廃止が起こると，短距

離で鉄道と競合関係にあるか，近隣にサービスレベル

の高い空港がある場合でも，数割レベルの旅客が他の

ゾーンに目的地を変更してしまう．二点目は，代替航
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図–9 路線廃止シミュレーションの結果
（代替ゾーン空港 LOS= −5・代替空港の LOSが高い
ケース）

空路線より鉄道は代替関係が弱いことが分かった．そ

の結果として，鉄道が優位な 300km程度の中距離帯で

あっても，航空路線が廃止されたときに，目的地を変

更する行動が無視できない確率で起こる．
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図–10 路線廃止シミュレーションの結果
（代替ゾーン空港 LOS= −7・代替空港の LOSが低
いケース）

6. おわりに

本研究では，1990年から 2010年まで 20年間の我が

国と国内旅客流動データに，Generalized Nested Logit

modelを適用して，航空路線の新設・廃止に対する旅客

行動を分析した．まず，旅客流動データを用いてGNL

modelのパラメータを推定した結果，同一モード・他

目的地である選択肢同士の誤差項の相関関係は，同一

目的地間のものと比較して小さいものの，そのような

誤差構造が数パーセントレベルで存在することを明ら

かにした．

そして，パラメータ推定したモデルによる数値実験

を通じて，別空港の航空路線や鉄道路線は，基本的に

は完全に代替の関係にないことが分かった．つまり，あ

る 2空港を接続する航空サービスが廃止されると，他

の便利な航空・鉄道経路にすべての旅客が移ることは

なく，数割の旅客は目的地を変更してしまう可能性が

高い．ただし，その目的地を変えてしまう比率は，周

辺の環境（OD間距離，代替空港のゾーン-空港 LOS）

によって大きく異なる．そして，その代替空港のゾー

ン-空港 LOSは，遠方にある空港でも高い場合があり，

そのような環境であれば路線廃止が起こったとしても，

地域への流入量の減少は限定的である．

本研究を通じて，冒頭の疑問「どのような条件下で

は，航空路線の存在は地方経済に大きな影響を持つの

だろうか？」に対して得られた知見は，以下の二点で

ある．一点目は，他の空港による経路や鉄道による経

路が完全に代替することはなく，影響はゼロではない．

そのため，航空路線を廃止したときに，どれだけの量

の旅客流入がへるかという，量的な議論を行う必要が

ある．二点目は，空港までの距離を見るだけでは，そ

の空港を発着する航空路線の影響度を議論するには不

十分である．これは，ゾーン-空港 LOSと距離との相

関関係が小さい事による．つまり，距離的に近い場所

に代替となる空港がない場合でも，遠方の空港が代替

機能を果たしうる可能性があり，「○○県内にある唯一

の空港だから，経済的に重要であり，公的補助を活用

して路線を維持すべき」という論理は，その路線の存

在価値を過大に評価している可能性がある．そのよう

な，過大評価を回避するためにも，本研究で推定した，

ゾーン-空港 LOSは重要な情報を提示する指標である

といえよう．

なお，本研究の枠組みでは，いまだ発生量レベルの議

論ができてないという問題点がある．さらには，上述の

ように，本研究で流動データから推定を行ったゾーン-

空港 LOSを決定する要因を知ることも重要である．も

し，規模の経済性の効果が強く作用する場合，つまり旅

客数を一部の空港に集約することで LOSを大きく高め

られる可能性がある場合は，路線を廃止しても（集約

によって代替空港の LOSが向上するために）流入旅客

数が減少せずに，効率化と都市間交流活動の促進を両

立できる可能性がある．このような点に着目して，今

後研究を進めていく予定である．
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